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中小企業事業のプロフィール

　日本公庫中小企業事業は、昭和28年8月に設立された、中小企業金融公庫の業務を引き継いでいます。
　当事業は、融資、信用保険などの多様な機能により、日本経済の活力の源泉であり、地域経済を支える中小企業の皆さ
まの成長発展を金融面から支援しています。

業務内容

　中小企業の皆さまの事業の振興に必要な長期資金で
あって、民間金融機関が供給することが難しい資金を安定
的に供給しています。
■  中小企業者に対する貸付
■  中小企業者が発行する社債（新株予約権付）の取得
■  中小企業投資育成株式会社および設備貸与機関に対す
る貸付

■  中小企業者に対する貸付債権・社債の証券化（証券化・自
己型）

　中小企業の皆さまへの無担保資金の供給の円滑化を図
るため、民間金融機関等による証券化手法を活用した取組
みを支援しています。

証券化支援業務

  平成21年度事業実績
融資業務

貸付額･･････････････････････････････････3兆2，108億円
直接貸付 ･････････････････････････････3兆2，089億円
代理貸付 ･････････････････････････････････････ 6億円
設備貸与・投育貸付 ･･･････････････････････････12億円

貸付残高････････････････････････････････6兆1，805億円
直接貸付 ･････････････････････････････6兆1，080億円
代理貸付 ･･･････････････････････････････････626億円
設備貸与・投育貸付 ･･･････････････････････････98億円

証券化支援業務

貸付債権元本総額
買取型、保証型および売掛金債権証券化等の実績はない

信託受益権等保有残高、保証債務残高
買取型（信託受益権等保有残高） ････････････････28億円
保証型（保証債務残高） ･･･････････････････････165億円

融資業務

　中小企業の皆さまの円滑な資金の調達を支援するため、
信用保証協会が行う中小企業の皆さまの借入などに係る
債務の保証についての保険の引受けなどを行っています。

■  信用保証協会が行う中小企業者の借入などに係る債務の
保証についての保険

■  信用保証協会に対する貸付
■  破綻金融機関等関連特別保険等業務
■  機械保険経過業務（注）

  平成21年度事業実績
信用保険業務

保険引受額・貸付額
中小企業信用保険 ･･･････････････････ 16兆1，164億円
信用保証協会に対する貸付、破綻金融機関等関連特別保険
等の実績はない

保険引受残高･貸付残高
中小企業信用保険 ･･･････････････････ 36兆3，680億円
破綻金融機関等関連特別保険等 ･････････････････ 1億円
機械類信用保険（注） ････････････････････････ 1，113億円
信用保証協会に対する貸付の残高はない

（注）  機械類信用保険は、平成15年3月31日までに保険関係が成立していたものを除き、現在は既に成立している保険関係に係る保険金の支払い、回収金の収納等の業務
（機械保険経過業務）を行っています。

信用保険業務

4,210千社
(100%)

40,127千人
(100%)

（資料）総務省「2006年事業所・企業統計調査」を中小企業庁が再編加工したものです。

大企業
12,291千人
(30.6%)

大企業
12千社
(0.3%)

中小企業
27,836千人
(69.4%)

中小企業
4,198千社
(99.7%)

企業数割合 従業員数割合  わが国における中小企業の地位
　わが国では、全企業の99%を中小企業が占
め、全従業員の約70%が中小企業に勤務する
など、中小企業はわが国経済の活力の源泉であ
り、地域経済を支える大きな存在です。
　また、新たな産業や商品・サービスの創出など、
わが国経済活性化の原動力として、中小企業の
皆さまには大きな期待が寄せられています。



 4

中
小
企
業
事
業
の
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

日
本
公
庫
の
概
要
／
本
部
長
メ
ッ
セ
ー
ジ

中
小
企
業
事
業
の
役
割
と
特
色

業
務
の
ご
案
内

実
績
資
料

店
舗
地
図

日本政策金融公庫 2010 中小企業事業 ＞ 中小企業事業のプロフィール

中小企業事業の支援先
　わが国では、全企業の99%を中小企業が占めており、
その存在は経済活力の源泉であるとともに、地域経済を
支える大きなものとなっています。また、一口に中小企業
と言っても、そこには多くの従業員を雇用し地域の経済を
支えている企業、創業百年を超えるような老舗企業、家族

で経営する個人商店など、その規模・態様は実に様々です。
　中小企業事業では、これら多様な中小企業の皆さまに
対して、融資・証券化・信用保険といった金融手法を活用し
ながら、それぞれの企業に見合った形での幅広い支援を
行っています。

420万社
(100%)

243兆円
(100%)

（資料）総務省「2006年事業所・企業統計調査」を中小企業庁が再編加工ほか （資料）日本銀行「金融経済統計月報」ほか

中小企業事業の支援先
約160万社（約40％）

融資業務
4.6万社

信用保険業務
159万社（注）

（注）信用保証制度の
利用企業数

中小企業事業による支援
約42兆円（約17.5％）

融資業務
6.1兆円

信用保険業務
36.3兆円

中小企業事業は、中小企業者のうち約 160万社（約 40%）の資金繰りの円滑化に貢献しており、また、中小企業向け
貸付残高のうち約 17.5%を占めています。

中小企業数割合 中小企業向け貸付残高

  中小企業事業の支援先の特徴

融資業務
■  利用先数 ･････････････････････････････････4.6万社
　21年度融資分の平均像
　　1企業あたりの平均融資金額･･･････････ 140百万円
　　平均融資期間･････････････････････････ 7年0ヶ月
　　平均資本金･･･････････････････････････ 51百万円
　　平均従業員数･････････････････････････････ 74人
■  融資残高の約60%が従業員20人以上、約90%が資本
金10百万円以上の先

■  製造業を中心（21年度末融資残高の約50%）に幅広い
業種をカバー

信用保険業務
■  利用先数 ･･････････････････････････････ 159万社（注）

　21年度保険引受分の平均像
　　1企業あたりの平均保険引受額･･･････････21百万円
　　平均保険期間･･････････････････････････5年8ヶ月
　　平均従業員数･･･････････････････････････････ 8人

■  保険引受残高の約70%が従業員20人以下、約65%が
資本金10百万円以下の先

■  幅広く業種をカバー
（注）信用保証制度の利用企業数

（注）実績は、平成22年3月31日現在のものです。

製造業
48.7%

物品販売業
16.6%

サービス業
10.6%

その他
10.0%

運輸・情報通信業
8.8%

建設業
5.3%

その他
0.4%

不動産業
4.1%

製造業
24.9%

物品販売業
30.6%

サービス業
12.9%

建設業
22.4%

運送・倉庫業
4.7%

業種別融資残高構成比（融資業務）
（平成21年度末）

業種別保険引受残高構成比（信用保険業務）
（平成21年度末）
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中小企業事業における政策金融の担う役割・支援する分野
　わが国の政策金融は、新事業育成、経営革新、事業再
生、海外展開など、リスクが高く民間金融機関が取り組み
にくい分野に対して、国の重要な政策に基づいた金融支
援を行っています。また、景気低迷の影響により融資姿勢
の変動を余儀なくされる民間金融機関の貸出を量的にも
補完しています。

　中小企業事業は、これらの政策に基づき、中小企業専
門の政策金融機関として民間金融機関を補完しながら、
金融を通じて中小企業の皆さまの成長発展をサポートす
るとともに、セーフティネットの機能も果たしています。

経営革新・イノベーション

地域活性化

災害対策 環境・エネルギー対策

国際化・海外展開事業再生

ベンチャー・新事業育成

セーフティネット

様 な々分野で中小企業の
成長発展をサポート
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